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1. NISA口座の名義人が亡くなった場合の手続き

2． NISA口座内の株式への課税
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「養子縁組と生前贈与加算」10月号の内容

●お問い合わせ先　中部資産管理センター　0561-75-0720

～JAの自己改革について学び地域農業を応援しよう～

市川　耕一

代表理事組合長

各支店・店舗・センターにご意見箱を設置しています。

なお、ぐりんぷらざの応募用紙はご意見箱からもご応募いただけます。

ご意見箱からの応募で当選率アップ！！

皆さまからの貴重なご意見・ご要望をお待ちしております。

https://jaab.or.jp ＜お申込みフォーム＞より

たくさんのご意見・ご要望をよろしくお願いいたします ◎JAあいち尾東の自己改革に対する
 ご意見をお待ちしております。

この箱が目印！

各支店窓口を通じて、お気軽にご相談ください。

父は生前、株式投資を行っていて
NISA口座も開設していました。
どのような手続きが必要ですか。

被相続人のNISA口座内の株式や
投資信託は相続財産となりますが、
NISA口座そのものを相続すること
はできません。

被相続人がNISA口座を開設していた場合には、相続人は、そのNISA口座を開設していた金融機関に連絡
し「非課税口座開設者死亡届出書」を提出します。被相続人のNISA口座ごとそのまま相続することはできな
いため、口座内の株式等を相続人の課税口座（特定口座または一般口座）に移管します。移管先は必ず
NISA口座と同一の金融機関というきまりがあります。相続人が同一の金融機関に口座を持っていない場
合には、新たに開設する必要があります。
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被相続人のNISA口座内の株式等は、相続税の
計算において被相続人の死亡の日の最終価格
によって評価します。ただし、死亡日の最終価格
より次の3つの価額の方が低い場合には、その
価額をもって評価します。
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また、被相続人がNISA口座内で得た値上がり
益（含み益）は非課税ですが、相続後に発生した
値上がり益や配当金は課税対象です。
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このボタンを
クリック！

組合員との対話

当ＪＡでは、広報誌や正組合員訪問などの

あらゆる活動・媒体を通じて組合員の皆さまから意見・要望をいただいています。

いただいた意見を参考に今後の具体的な方針を決定し、事業計画へ反映して実施しています。

今回は、いただいた質問や意見の一部をご紹介します。

「新たな担い手への支援」につながる

取り組みについて、具体的に

どのようなことを計画していますか？

アグリスクールや各市町で開催する農学校での指

導を通じて、新規就農者を支援するとともに、

産直出荷者の増加に取り組んでいます。

令和７年度は４９名の方が新たに産直出荷者に

登録となりました。

令和８年度も、出向く営農指導やアグリスクール

などを通じて、産直出荷者をはじめとする農業

者への支援に取り組んでまいります。

出資配当金の配当率の

考え方を教えてください。

株式会社等の配当は利益の分け前ですが、ＪＡ

への出資金は、組合員の皆様がＪＡをご利用

いただき、互いに助け合いながら地域農業の

発展を支えるためにお預かりしているものです。

そのため、協同組合に認められている配当

は、「皆さまからお預かりしている出資金に

対する利息」という位置づけで配当するよう

制限されており、当ＪＡではその主旨に沿っ

て年３％の配当率としています。
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担い手支援
配当率について

協同のあゆみ

JA全国相続相談・資産支援チーム 顧問　
税理士　柴原  一

例：死亡の日の最終価格 ……………………… 1,000円
①課税時期の属する月の
　毎日の最大価格の月平均額 ……………… 1,023円
②課税時期の属する月の
　前月の毎日の最終価格の月平均額 …………987円
③課税時期の属する月の
　前々月の毎日の最終価格の月平均額 ………996円
→ 987円により評価する
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※ 100万円の値上がり益は非課税
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相続人の課税口座
相続発生時 200万円
売却時 250万円
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Q A

協同組合は、正組合員１人につき１票を有する１人１票制のも

と、配付している総代会資料を参考に、意思決定をしています。

そのため、その内容をご理解いただきたく、正組合員お一人に

つき１部をお送りしています。しかしながら、ご指摘の部分は課

題として認識しており、今後検討してまいります。なお、当ＪＡで

は、農協法に基づき、総代会を開催しており、正組合員の代表

である総代が総代会に出席し、意思決定をしています。

協同のあゆみが同世帯に複数部届くが、

１部で良いと思う。郵送の基準は分からないが、

経費の削減になればと思い提案します。
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